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輸 入 需 要 の 理 論 と 計 測 （1)

1. はじめに

2. 一般的な輸入需要関数について

3. 弾力性ペシミズムとその他の問題

4. 消費財輸入需要の理論モデル

5. 分析データーと推計式

6. 観測結梁とその評価

1 . は じ め に

各国の貿易取引及びその変、動の計量的分析がこころみられ:^ようになったのは，きわめてプラグ

マティックな耍請からであった。戦後に著しい発達をとげたマクロ経済モデルのなかで，參"易セク

タ一は重要な需要廣目であり，輸出の変動は貿易乗数をつうじて国民所得の決定に大きな影響を与
( 1 )

える。これらマクロ経済モデルを連結し，より精密なリンク•モデルを構築するこころみが盛んに 

なるにつれて各国間の取引量の変化を求めるための価格，所得弾力性の計測が急務となった。

更に1960年代の贸易障壁0 経減と撤廃によって各国の国内価格体系は，国際価格の変励から直接 

に影響をうけることになった。この際，国内の各生産部門の産出や雇用水準は輸出入価格の変化に 

対応して決定される。従って，各生産部門の産出物ごとに輸出入価格変、動の波及効梁を測る必要が 

生じた。ケネディラ、クンドのような多角的資爲交渉による賀易の{II由化では，資，易相手国の市場開 

放によってある部門には大幅な輸出需耍の増大が見込まれるが，これまで高い関税障壁によって守 

られてきた部門では輸入増加をひきおこす。このように部門ごとにうける影響に大きな差異が生じ 

るのは，それぞれの部門の産出物に対する関税率やその引下げ幅の差にもよるが，また各々の産出 

物の価格弹カ性がちがうためでもある。従って関税弓I下げによる賀易拡大効果がどれはどであるか

★ 本論文は疲應義熟大学，"贸易変イ匕の®用に及ぼす影響"についての究会メンバーの研究成果の一部であり，佐々波*菊池 

がこれをまとめた。

注（1) 例えぱ Kldn, L, R" Moriguchi, C. and Van Peeterssen A *〔l3)o
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輪入需要の理論と計測( 1 )

を知るためには，各産出物ごとの価格弾力性がわからなければならな(^。

ケネディラウンド，更に東京ラウンドによって先進諸国の関税引下げによる市場開放は著しく進 

原した。しかしその一方で，いわゆる非関税障壁は依然として残っており，その制約の数量的な評 

価が困難であることもあって，これをめぐり国隙間の摩擦が激化している。国際価格の低下にもか 

かわらず，もしある国の輸入量が全く増加しなかったり，もしくは数量制限の撤廃や為替レートの 

切上げという制度的な変化にもかかわらず，輸入量に変化が生じないのは，そこに隠された貿爲障 

壁があるためであるかもしれない。このように考えれぱ，輸入弾力性値は市場開放度をあらわす指 

標でもある。従って制度的な変化の程度を輪入弾力性によって評価することができ(3̂ 。

資易障壁による国際価格と国内価格との乖離によって，国内需要は制約される。この際どれだけ 

消費者余剰（Consumer su rp lu s)が寒われているかは，市場開放によって生じる製品価格の低下と， 

これによって生じる需要増加に依存する。いいかえれば，内外価格差の縮少幅と辩I入価格弾力性に

依存する。従って，貿易障壁を厚生費用（Welfare c o s O の概念でとらえようとすると，その値は
( 4 )

価格弾力性値に大きく左右される。

以上のように国際経済学の各分野でマクロ及び各財別のレベルでの輸出入需要，なかでも輸入需 

要の計測が必要になってきている。 .

本研究の最終的な目的は，賀易自出化が各生産部門の産出及び雇用水準にどめような影響を及ぽ
( 5 )

すかをみることである。そのための第一段階として各財別の輸入需要関数を計測する。

本論文では，まず輸入需要関数を計測する際に生じる譜問題を檢討し，次に消費財について，数 

量制限の撤廃といった制度的な変化をも含むいくつかのケースについての分折結果を示す。その他 

の中間財や資本財については漸次同後の分析を行う予定である。

2 . 般的な輸入需要関数について

まず，単一 方̂程式で輸入財に対する需要がどのような要因によって决まるかを考える。もっとも 

一般的な需耍理論によれば輸入量M は， 輸入財の価格P m 国内財の価格P x 及び所得に依存す

注（2 ) 各国の商品別弾力性値についての優れたサペイはStern, R. M., Francis, J. and Schumacher, B, '〔28〕で行われ 

ている。

( 3 ) 輪入弾力性を市填の開放度成は制度変化をあらわすという考え方は，例えぱバラクサ〔2〕の E E Cの域内贸易障壁撤 

脂の後に城内諸国の所得辦カ性り上昇がみられ，これが統合効果のためであるとの考え方等力;あげられる。との他，ハウタフ 

カ ー ，マ ギ ー 〔10〕での日本の輪入弾力性が他の先進諸国に較べ格段に小さいことが1971年の日米贸易不均衡の一因であり， 

日本市場の稱造的特殊性によるとの議論は当時盛んにあった。
( 4 ) 例えは• Baldwin R. E., Mutti, J. H. and Richardson. J. D. C3D, Mutti, J. H .〔20〕 Cline W. R., 
Kawanabe N„ Konsijo, T. O, and Williams. T .〔13〕，庄m〔21；]の保護コストは，各研究がもちいた輪入価格弾力性の 

値に大きく依杯している。
( 5 ) そのこころみの一部はすでにSazamuni, Y., Kikuchi, J. and Onoda, K .〔24〕でおこなった。しかし〔24〕でも 

ちいた弾力性値の理論的な，また統II他な妥当性を更に検討した結见今回あらk:めて本刺梵で弾力性の計測を行った》
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r三旧学会雑誌j 73逸6 号 （1980年12月）

る

M
P m

V m 輸入金額

f i P M .  P x ,  K ). ( 2- 1)

各消費者がマネー，ィリュージンをもたず，価格及び貨幣所得についての0 次同次性を仮定す 

ることができれば, （1〉式は次のように書き直すことができる。

ル/ =
P  ‘

又 は ' どト&
( 2- 2)

(2 -3 )

( 2 - 1 )の輸入需要関数では輸入財M , と国内財ズ，とは代替開係にはあるが不完全なものである 

と仮定している。もし完全代替が可能であれば，P m の低下はMによるX の代替をうみ国内需要は 

全くル/に等しくなる場合力'と考えられる。しかし現実にこのようなケース'がおこりにくいのは， a )  

輸入財と国内財は多くの場合に不完全代替か，又は b ) 輸入財の供給は，与えられた価格に対し網 

限に弾力的であるのに国内財の供給は，各時点で非:弾力的なためである。 b ) の場合には，輸入財 

と® 内財が完全に代替的であっても輸入が行われ, ( 2 - 1 ) 式は次のように書き直される6

M ニ / OS；r , F ,  P m ) .............................................〔2- 4 )

P m = ^ P x . ぴ X は国内財の供給関数）

( 2 - 4 ) のような国内財の供給関数の導入は，国内生産による輸入代替が政策的に推し進められて 

いる発展途上国の場合に重要となる。完全代替の場合, 輸入ル/は国内需要D ぶと国内供給5•义の差 

であると考えられる。

M ( y ) ニ の ; 一 *5パ r )  ............................................... ( 2 - 5 )

( は与えられた実質所得水準）

( 2 - 5 ) から輸入の所得弾力性， ッと価格弾力性ら>> を求めれば，

eray ニ U D x f M ) (ねカ一  O S x /M )   ( 2 - 6 )

( か:p )-  (^sp).......................   . (2 -7 )

( 2 - 6 )式で国内の供給弾力性eびが輸入代替の進行によって大きくなれぱ，輸入の所得弾力性 

はマイナスになるかもしれない。また，（2 - 6 )と（2 - 7 )式 で は タ ， は共に€<z_v， ^syf ^dpf 

e t p に依存するので，輸入の所得弾力性と倾格弹力性は共に® 内の需耍，供給の弹カ性が变化する 

ときに，きわめて不安定になる。

輸入需要関数として（2 -1 )式をもちいるか或いは(2- 4 )式をもちいるかは，輸入と国内財の関係が 

不完全代替或いは完全代替の仮定のいずれが妥当するかによって決まる。 このはか，短期の弾力性

—•ニ 46(pjfs) •——



I

を測るのか，より長期のものを考えるかにもよる0 (2- 1 )式の場合に輸入財価格の変動は， 国内財 

価格との相対価格を変え，輸入財への需要量が決定される。しかし（2- 4) 式の場合に輸入財の供給 

は与えられたfilfi格において無限に弾力的と考えられているので，価格の低下は国内の代替財生産で 

のコストの低下によっておきる。従って，技術進歩を舍むより長期的な国内供給の变化によって影 

響される。

これまでの（2 -1 )〜(2 -7 )式は，いずれも通常の需要理論の場合と同じように，消費者の効用極大

化行励を前提としている。各個人の効用関数が同一であると仮定すれぱ，（2 -1 )〜(2 - 7)式は集計的

な輸入需要関数として理論的にも容認されよう。しかしこの際には，集 計 量 と し て の P m, P x
( 6 )

については，次のような制約があることに® 意する必要がある。そしてこのような集計上の制約へ 

の留意は，実際に輸入需要関数を計測する際に重要である。

いま輸入量Mは，M ニ;！;ん。プからなる（0 は時/̂ 、，パよ財をまわす）集計量であり， y ,  Pm , P x

はそれぞれニ / CVl Pm ニ g  (ipl...... わn)， P x ニ hXizi TTp) で表わされる集計量であ

るとすると，（2 -1 )式は，

Mニ の =   ym, p i ........Pm 冗1.*.…7Tp) ............. (2 -8 )

で表わされる。

(2- 8) 式はまた

輪入需要の理論と計測（1)

+  [ e | | j  Pj +    (2 -9 )

と表わすことができる。

(2 -9 )式から所得項y は， の単なる総和ではなく，8M/れ fによる加重平均であることがわかる0

実際には，それぞれのd M j d y tを知ることができないため，集計量!^を構成するダ《の分布が変化
( 7 )

しないと仮定するのが一般的でもる。

ニ ズ «  +  ^ T > y v   .........................................(2 - 10)

次に価格項についてみる◊

0 期から《期への単位当り値格変化による輸入増加を，（2- 9 ) 式から求める。いま e j をそれぞ 

れの価格弾力性とすると， 《期の輸入增加も;f (価格変化による輸入の増加分）は,

〜 ，货 )fe)]
で'まわされる。

( 2- 1 1 )

注（6 ) 3やしくは Stern and Learner〔29〕p. 41 .Appendix.参照。

( 7 ) 例えぱ觸t 量として0 巧所得をももいる場合，国民所得水準は変化しなく;t も，消费者への分配が箸しくふえ，もし消 

毀者所得の輪入弾力性が生虚者所得よりも大きけれぱ输入は1哲加する。

—— 47C919') -—~̂
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( 2 - 1 1 )式をみると，各財の侧格弾力性f / ,  Okは,それぞれの侧格変化のクoxイトとしてももち 

いられていることがわかる。

次にむについて考える。ゾ財に対する輸入需要は，

Q j  — Q j  C j^ l) ym,> P\i   p m  冗1.........冗p )...............................1め

と表わすことができる。 プ財の価格弾力性むは，

ニ • ，あ ニ ゎゅ! f r か 為 ね ' ケ ，0韻  

ニ V & T  ぐキ人̂ Wr W ，…••….•♦'，，(2-13)
(2- 1 3 )式から，ク:Cイトとしてもちいられるもは， メ財の価格変化によるびJ の増加と， ■；'財 

以外の増加の' を，それぞれの財の総輸入に占める割合で加重平均したものであろことがわかる◊ 

もし（2 -1 3 )式の第二項の交叉弾力性がきわめて小さいとすれば， （2- 1 3 )式 の わ は ，第一項のみ 

となる。交叉弾力性がきわめで小さけれぱ，（2-11)式と（2-13)式から，価格変化はライパイレス指 

数 を 各 の 第 一 項 ，すなわち，直接的な弾力性で加重平均したものに等しいことがわかる。もし 

集計的な輸入価格を構成する以外の財の直接的な弾力性eプヵ̂ r べて等しいと仮定するならぱ，集 

計的な輸入価格の変化は， ラスバイレス式による輸入価格指数をもちいて表わすことができる。

集計的な輸入関数を計測する際には，以上のような所得及び価格に関する集計上の問題を考慮し 

てモデルを構築しなけれぱならない。例えば，時系列データをもちいる場合，斬得分配に大きな変 

化が生じたと考えられる時期を含むことは望ましくない。また，交叉弾力性が無視できるほど小さ 

く，価格弾力性値が等しいと考えられるような財のグループごとに集計的な輸入関数を計測するこ 

とが望ましい。

3 . 弾力性ペシミズムと商品別価格弾力性 

輸入需要の計測には，前享で指摘したような国内財との代替可能性や集計に際して注意しなけれ

ぱならない点など多くの問題がある。なかでも弾力性ペシミズムと1 9 5 0年のオル 

入弾力性を計測する際に生じる下方バイアスの可能性はよく知られている。

( 8 )
トによる輸

兩大戦間のデ一タをもちいた多くの研究は，各国の輸出入需要がほとんど所得及び価格変化に反
( 9 )

応せず，従って弾力性値がきわめて小さいことを示した。輸出入弾力性値がマ一シャル‘ラーナー 

の条件を満たさないはど小さけれぱ，為替レートの变史による® 易収支の調盤.はむずかしい。オル

注（& ) Orcutt, G. C21D 參照。

( 9 ) この娜Sjの输出人弾力性研究についてのサーベイは，Cheng. H. S .け〕に許しい

•—— 4 8 (ジ2の
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コットは，このような弾力性ペシミズムが雨大戦間という特定な期間を対象に計測したためによる 

はか, . l i 計上の問題にも起因することを明らかにした。

まずオルコットによれば，（2- 1 )或いは(2 -2 )式のような輸入需要関数に最小g 乗法を適用する場 

合，輸入量Mは，境乱項 /^のき響をうける場合がある。もしWがPat, に独立でなく，需要曲線，

と供給曲線のシフトが（上方成いは下方に）おきるなら，輸入弾力性は不偏推定値よりも小さくなる。 

これはく図3-1 >  のように示すことができる。 ：

、ま輸入需要関数(2 -2 )式をランダム項なを含む(3 ^ 0 式のように表わすとする。

M==a +  b ( ^ + c ( ^ l u .................   (3 -1 )

境乱要因によって需要助線， が / へ, ’ 供絵曲線，S\Sが •Sツ/へとシフトする > すれば， 

価格,と.輸A 量についてのデータは，く因3- 1 > の’A s a o 内にi s 察されるであらう。このような観察 

データに最小ま乗法をあてはめて得た(3 - 1 )によタ弾力性は， で示される勾配であり，この場 

令め価格低下による輸入-量 (6増加は，S 襄 | ] 磁 / で示される変化よりも小さい。しかしの/ / y ,  

s ' s ' へのシフトがおきても <  因3 - 2 > のように供給がきわめて弾力的なら， C の描定値は不偏推定 

値にきわめて近いものになる。すなわち，輸入価格弾力性の推定値は下方バイアスをもつ觸向があ 

ゥても < 図3 - 2 > のように海外供給がきわめて弾力的であれば，不偏推定値を考えてもよい。

次は，観測誤差が価格データに含まれる場合である。< 図3 - 3 > で示すように，供給曲線のD に 

代わりi l 測されるのはだとなり，弾力性の値は， 場合よりも小さくなる。 .

以上は輸入需要関数計測の際の携乱項と観測誤差がi j 格弾力性の推定値に下方バイアスを与え， 

弾力性ペシミズムの原因となる可能性についてである。オノ'レコットの指摘した他の.いくつかのペシ 

ミズムの要因は, その後に弾力性推計の研究が進むにつれて問題点が次第に明らかになった。次に 

これらを概観してみよう。

両大戦間の弾力性の計測が主に想期の弾力性を測ったものであり，これらは長期の弾力性値より

も小さくなる傾向があるとの指摘に対しては，1969年のハウタッカー，マギーの研究をあげること
(10)

ができる。同研究は，分布ラグをもちいて長期と短期の輸入需要弾力性を測り，すべての国で短期 

よりも長期の弾力性値の方が大きいことを示した。このように長期の弾力性値が短期のそれを上回 

る傾向は，理論的には消費需要における習慣形成仮説によって説明されよう。国内財と代替する輸 

入財価格が相対的に低下したとき，その輸入財に対する需要が増加するには消費習償の恋東をうな 

がす期間が必要である。習慣形成仮説によって価格が上方（又は下方）に一方的に継続して動くとき， 

成いは，一方へのシフトが永続的であると期待されるときの弾力性値は大きくなることが説明でき

輸入需耍の理論と計測(1)

注(10) Houthakker, H. S, and Magee, S. P. CIOJ #M<>

 49(5^パ ）
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る0 事実クレイュンの研'先によれぱ，関税率変更による輸入拡大の効果は通常の輸入弾力性の示す

ものよりも大きい。おそらくこれは，I960年代に行われた関税率の変更はもっぱら引下げであり，
( 12)

一̂時的な価格変化よりも長期的な倾格低下をひき起こしたためであろう0

図 3-1
J?

図 3-2

Q

0 ， Q

..資料 Stern, R. and Learner, O. (29) p. 30〜32より.

長期の輸入弾力性が短期のそれと異なるいま一つの原因は，ま庫水準が影響を与えるためである„ 

在庫の影響は中間財輸入にことに大きいと考えられる。すなわち，在水準の高い時はたとえ国内 

生廣活動が活廢化してもただちに需要増加がおきるとはかぎらない。

弾力性ペシミズムについてのオルコットの指摘のいま一つは，前章でもとりあげた集計に関して 

である。前章で , すでに明らかなように,银計されナこグループ内の各財の直接的な価格弾力性がそれ

注( n )  K r e in in〔1 5 )及ぴ〔1のを参照されたい。

( 1 2 )本研究では輪入患要に対する潜在截要の効JJiをiH-測し，習慣形成の戯響の観察をととろみた。詳しくは，4, 5章を参 

照されたい。 , .

— ^ 0 ( 9 2 2 ' ) ----- -
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輸入需要の理論と計測 (1 )

ぞれ等しく，各財間の交叉弾力性が0 かもしくはきわめて小さけれぱ，価格後M匕は通常のライバイ 

レス指数であらわされる。しかし，もし集計.される各財間の弾力性が異なれぱ，正しい価格変化は 

各財の変化を各々の直接的な弾力性で加重平均したものであるから，この場合にラスバイレス指数 

をもちいることは弾力性の大きい財に相対的に過少のウェイトを，小 い toに相対的に過太のウュ 

イトを与えるために過小評価となる。更に各財の間の交叉弾力性が大きけれぱこれを含まない集計 

された価格弾力性は正しい値よりも小さくなる。従って，集i十された価格弾力性をもちいて輸入墙 

加を計測する場合に計測値はつねに過小評価になる傾向がある。

1950年代に盛んデあった弾力性ペシミズムをめぐる論譲では，その後にボールとマル/(でf ハウタ
( 14)

力' - とプギ一,ジンツとロンバ
( 15)
グ,ノミッ力

(16)
とアルモン等の実証的研究が，かなり大きな弾 

力性値を計測し，そのうえ諸々の問題点も次第に明らかとなニ 1?こ。そしてこれらC0研究によると， 

各国の輸出入の価'格弾力性値の和ははとんど1 を超え，価格変化による賀易収支り均衡向後の可能 

性を示じている。
( 18)

< 図 3 - 4 > にスタ- - ン,フランシスとシューマッハーによる輸入弾力性についての実証的サーぺ 

イをもとに，各国の商品训輸入価格弹カ性の各推計値とその範囲を因示した。この因から，各国の 

輸入価格弾力性はS iT C の総計では一0 .5ァーI . 5 の範囲内にあることがわかる◊ そして，各国とも 

商品別め弾力性の値には大きな差異がみとめられる。アメリカとカナダをのぞけぱ，食料品，飲料 

およびタバコと原材料，鉱物性燃料の三つのグループでは，推計値の範囲がかなりせまく， 一 1 .5  

〜0 . 5 の中に入るケースが多い？しかしエ藥製品（SITC5-9) については，さまざまな推計値が求 

められており，その範囲はきわめて広い。しかし各国で工業製品の弾力性は他の三つのグループよ 

りも大きい。

工業製品につ、、て，’きわめてさまざまな推計結果が示されるのはこのグループがきわめて多様な 

財を合むためであろう。すでに(2 -13 )式で示したように集計的な輸入弾力性の値は，集計される財 

のそれぞれの弾力性値，その財の集計量に舍める比®及び集計された財の間の交叉弾力性等に依存 

する。しかも実際には，集計の過粗で-集計された財の弾力性はその平均値に等しいと仮定する。従 

って，集計された財の種類とその数や観測期間によって工業製品の輸入価格弾力性の推計値が異な 

るのはむしろ当然ともいえる。

輸入価格弾力性値の推計にとって重要であるのは，推計値がどのような理論仮説のもとに導出さ

注(13) Ball,R, and Marwah, K .〔4)
(14) Homthakker, H, S. and Magee, S. P‘ 〔10〕
(15) Junz, H. B. and Rhojnberg, R. R ,〔11)
(16) Buckler, M. and Almon, C .〔6 〕 .
(17) 力性ペシミズムがら，最近のやや楽観説にかたむいている諸研究の優れたサーペイとしては，Magee, S ,〔18：) をあ

げるととができる。 ，

(18) Stern- R., Francis, J. and Schumacher, B .〔28)
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因 3 — . 4 各 国 の 商 品 別 輪 入 価 格 弾 力 性 （ 推 計 値 と そ の 純 旧 ）

—0 一  5 - 4 一  3 - 2  一  1

な 料 品 + 飲 料 お よ び た ぱ こ （S I T C  0 ト 1 )

ア メ リ カ  

カ ナ ダ  

日 木  

フ ラ ン ス  

西 ド イ タ  

イ ギ リ ス  

ベ ル ギ ー  

デ ン ゃ ™ ク  

ア イ ル ラ ン ド  

ィ 夕 - リ ア  

オ ラ ン ダ  

'オ ' - ス ト リ ア  

フ イ ン ラ ン ド  

ノ  7 レ ウ ェ 一 '

サX

n.a.

' ス ウ ェ ー デ ン

ス イ ス

オ ー ス ト ラ .リ 7 "'

; = •-ュ > - ジ ー ラ ン ド

' 食 用 に 適 し な い 原 材 料 + 勤 物 上 ま た は 植 物 性 油 脂 ( S I T C  2 + 4 )

ア メ リ カ . 

カ ナ ダ

日 : 本 . ， ：.

フ ラ ン ス  

画 ド イ ツ  

イ ギ リ ス  

' ペ ル ギ -  

デ ン マ ー ク  

ア イ ル ラ ン ド  

イ 夕 リ ア  

オ ラ ン ダ  

オ ー ス ト リ ア  

フ イ ン ラ ン ド  

ノ ル ウ エー 
ス ウ ェ ー デ ン  

ス イ ス

オ ー ス ト ラ り ア

ユュ'一ジ 一フ ン ド

—
-X—

- X

n.a.

m m ' )

ill



輪入需要の理論と計測

一 0 一 5 — 4

鉱板ヤJi燃料( s n c  3)

アメリカ
カナダ
日 本 ，
フランス 
西 ド ィ ツ - 
イ ギ リ ス .
ペルギ一* ....

，.，デ ン マ ー ク . . '
, アイルランド 

ィタリア 
，オランダ 
オーストリア 
フィンランド，
ノ ルウネ, ......
スウェーデン 

スイス.
オーストラリア 
ニュージー•ランド

エ業製品一(特殊取极品をのぞく )(SITC 5-9) 

一10.55
アメリカ -----------------

カナダ
日 本  ‘
フランス 
西ドイツ-
イギリス   —

ベルギー 
デンマーク 

アイルランド 
イタリア 
オランダ 
オーストリナ 
フインランド 
ノルウ;
スウェーデン----------------- ------ ------
スイス
オーストラリア 
ニ ュ ー • ジ ー フ ン ド

53(5^5)

-X—

X •
ズ

i
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SITC TOTAL

アメリカ 
カナダ 
日 本  
.フランス 
西ドイツ. 
イ ギ リ ス . 
ペルギ 

デンマーク 

アイルランド 
イ夕リア 
オランダ 
オーストリア 

-フインランド 
ノルウェ'一• 
スウェーデン 
X イス
才ストラリア 
ニ ュ ー • ジ ー ラ ン ド

資料：Stern, R., Francis, J. and Schumacher, B .〔28〕ま2-1より。

注 18ヶ国の弾力性値は既存の研究結果の推計値のうち最大のものと最小のもめを，で, その間を- 
Xは各推計値の中位数である。従って各商品，各国によって範izgに含まれる推計値の数は異なる。

-で示したものである;

れたかを明ドかにし，なるべく現実の輸出変動を正しく予測するものを求めることであろう。例え 

ぱ，す で に （2- 1 1 )式 £  (2-13) 式で明らかなように実際におきる輸入量の変化は各財の価格変化 

とその財の価格弾力性の積に依存する。しかし集計的な輸入需要関数の価格変化には通常ライパイ 

レス式指数がもちいられる。このような方法が実際におきる輸入量の変動を正しく予測するのは， 

集計された各財の弾力性はその平均値に等しく，かつ各財の間の交叉弾力性が無視できる場合であ 

る。樂評的な輸入需要関数の集針量を構成する各財の価格弾力性がちがう場合に，ラスバイレス指 

数を価格変.化にもちいれば，もし価格弾力性が相対的に小さV、財に大きな価格変化がおきれぱ，こ 

の輸入需要関数をもちいた輸入量の変動は現実の変動よりも大きくなる。従って,輸入需要関数は 

なるぺく银計されない，個々の財のレベルで求めることが望ましい。

次に，効用極大化行動を前提とする輸入需要関数の導出については，総輸入についても最終需要 

のうち家計部門の構成比が高いことを理tilに-^般 に （2- 2 ) 式成いは（2 - 3 ) 式がもちいられる。し 

かし現実に，先進工業の総輸入30〜5 0 % を占める原材料や中間財，資本財については生産活動の 

水準，在庫率，更に丧期的には生産工程における技術变化（例えぱ原燃料の原単位の低下）によって 

輸入需喪は変化する。

また前章の一般的な輸入需要関数の導出の際に指摘したように， （2- 2) まのような卖質所得と相 

対価格をもちいるには同次性の仮定のもとにのみ容認される◊ 従って，このような仮定の満たされ

-一一■ 6 i C 9 2 6 ' ) ——



本節では，消費財輸入需要のa 論的背景を明らかにする。この瞻，消費財とは,最終需要におけ 

る家計部門の需要比率の高い部門の製品であり，家計部門の行動様式の結果としてその需要量が決 

定されると仮定する。

今，同一商品分類に属する輸入財と国内財は不完全代替であり，家計部門は所得制約（行動制約） 

下に効用の極大化をはかると仮定する。行動制約条件には所得制約のみを考え，特定の効用関数に 

基づく行動法則に従うものとする。

まず効用関数をG ) コプ，ダグラス型， b ) ペルヌイ• ラプラス型，C ) 習慣形成型，ゴ） C E S  

型， e ) トランス，ログ型の 5 つのタイプに特定化し，各々について理論モデルを展開する。国内 

財及び輸入財についての需要関数，つまり誘導型段階における各々のちがいを数式上からみれぱ， 

それは対数線型体系をとるか，又はストーン流の線盤支出体系をとるかの相違である。

ない場合には，所得，輸入財価格，国内財価格，それぞれの輸入量に及ぽす影響を求めることが考 

えられる。，

本研究では，これまでの輸入需要関数の理論と針測上の諸間題を檢討した結果，次のようなァプ

ローチをとった。まず消費財の輸入需要開数はなるべく集計されない商品の段隙で行う。輸入財と

国内財との関係については不完全代替を仮定した。次享以下でa )〜d )の 4 つのタイプの効用関数の

特定化を行い各財の需要関数と導出した。このような分析の目的は，（1)安定的な輸入価格弾力性を

得ることのほか，②長期の輸入需要に対する習慣形成の影響を計測し，更に(3)ペルヌイラプラス型
( 19)  .

のモデルをもちい，各年次別の価格弾力性を求め，1971年と1972年の貿易自由化の影響を評価する 

ためである。

輸入需要の理論と計測.（1)

4 1

« ) コプ•，ダグラス型モデルの場合

効用関数をコプダ，グラス型に特定化し，所得制約下で効用極大化をはかる。

U = A i X a j [ P .....................................       (4 -1 )

Y x m ^ P x ' X ^ - P ^ *  ..............................................................................  一2)

t / ; 効用指標，ズ"；国内財，

輸入財，P x ,  各財の価格， ズ 予 算 制 約

法( 1 9 ) ぽ耍関数が線型の場合の弾力性値の導出につV、ては4 - 2 に評述した。

(20) Stone, R .〔31〕参照◊ .
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4 . 消費財輸入需要の理論モデル
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( 4 - 2 )式の収支均等式を制約にt /の極大化を求める。

F = A i X -  • M み  2 i P x ，X + P m ，M - Y x m ') (4 -3 )

において，d F / d X =  0 , dFfdM  ニ G を求めるc； ’ ノはラ,グランジュの未定乗数である◊.

びひ/ 5X)APズ ニー； < i d U f d M ) f P m = - X

これは限界効用均等式となる6 そこで, ‘

( X i K X . P x ) : M M ，Pm)  ..............      (4 -4 )

(4 -  4 ) 式を制約として， 1 ) の効用関数を連立させ，X とルfについて解くと，H 内財と輸入財の需 

要関数が導出される。

M去 (お T+しび1ハ'+タ
(4 -5 )

M : t e v  • 广 … ‘ U り…
\ ~ 7 h ， \ J I

(5)式を次のように書き替えると，パラメータ相互間には制約関係が生じる,

x = b o { ^ )  m

M =  ひC2

(4 -6 )

ただし，

む。ョ a r + g ，( ! 厂 - a n ，(チy
/«+タ

b i 三  一 目  f  (K +  パ）

2̂1 ™ \  I €C +  タ 

バラメー タ相互間の制約関係は，

Cl ョ  ocf (X 後

C 2 = 1 / び  +  /3

A

も
一一0 

0

A 
C

み0 一 一  h
Co Cl

でなけれぱならない。

との体系の特徴は数量が相対価格と効用水準により決定されることである。効用水準を陽表化し

て极うことは困難であるため，収支均等式を行励制約に考え，所得水準を均衡点における効用水準
(21)

をまわすものとする。

注(2り対数線型効用関数の妥当性については，Thie, H .〔33；) 等を参照されたい◊
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輪入需要の理論と計測（1)
b ) ペルヌイ，ラブ-ラ.ネ型モデルの場合 ' ,

.......................................................................... ..，，(：4ー7)

y X M  — P x ，X - \ r P m * M ~ Y X  + yAt"' ' ' . ........ ............( 4一8)

上記の体系に基づいて，極大化行動をはかる。限界効用均參条件にょウ，

T 一 d _ Z 
て ^ 一 （ ゐ + M )  , P ダ  一 U

さらに，支出金額で書き直すと，

~Y け  * ，Pm + (4-9)..

(4 -8 ), (4 -9 )式 を F ズ，r パこついて解けば，導出された園内財と輸入財の需要ぽS c t lストーン流 

の線型支出体系と同じになる。

y ；
d

= r f T d f ^ ^ ~ r f + d ' ) ，び• f  ズ+
r

Y m
d

1 XM^ , d

( r +  5 )  

r

* P m 

b • P m

(4-10)

C r  +  a ) り ぃ （ r  +  5 ) ス ( r  +  5 )
'• -

この需要関数の特性は，各バラメータが効用関数のバラメータから構成され,総支出と各価格体 

系に依存することである。支出金額を従属変数とした場合には, 所得 !^ズA fの係数力';倾格体系と独 

立であり，価格に関しても一次関数となる0

I

I

I

C ) 習慣:形成型モデルの場合

次に，ベルヌイ，ラプラス型に潜在的需要に関する理論を加え，国内財，輸入財雨財に関して，
(22)

' フト項を変化させる要因として導入する。（4- 7 ) 式において，

び — at  

b ニむn~̂bmZbt
ただし，Z«„ Z u は，各財の潜在的需要を表わす項であり，習慣形成仮説に基づくものと考え， 

その代理変数として，

Zai -  fム"一* dt ,  Zbt ニ ('"■'1m / dt,Jtr=：Q ニ 0

を考える。これは過去における累積需要量である。

⑩式に上記の潜在需要仮説を導入するならば，次の式が得られる。国内財及び輪入財に関して，

注( 2 2 )習慣形成仮説にゥいズの経験的妥当性についてほ，灶村〔34〕を参照。

- — 5 7 (£ ? 2 P )------
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 ̂= •(い み ス • (t̂ )
る n 7 ，一 …-- A  .^n
+  ( r  +  5 )  , 4 1 2 、

Cr +  5 )

b mム bt 一 V V ■ ；一一みnT r T X ) ヮ肌ん*̂广厂 f T T ^
となる。

(4 - 12)まにおいて，習慣形成効果は！ ( a m , みm )の各パラメータに表われる。 それらの符号が負な 

らぱ，過去に ,おける当該財の消費が多ければ多いはど，その財の限界効用曲線の位置は高くなる， 

逆に正ならぱ，過去の購入量のストック効果か作用するものと考X*られる。

d )  C E S 聖モデルの場合

効用関数の特定化をC E S 型にした場合の需要関数を求めてみよう。

......................... (4 - 13)
YXM ニ P x ，X  +  P m ，M

この体系を基に限界効用均等条件から輸入財需要関数を求めると，

ま
參一一

M

P 

P
一一

s|

ぼS

よって， -

¥ ニ^ ? 、1バ+1, ( ぜ ぱ   (4  一  14)X 一 VA ノ
となる。l / び + 1 ) は代替弾力性である。この体系においては，X ，M 財の値にかかわらず代替 

の弾力性が一定である。C E S 望では，ニ財の効用に対する相対的特性をこれによって表わしてい 

る。

e ) トランス•ログ型モデルの場合
し <23)

次に,クリスチンセン , ジ g ルゲンソン等によって展開されたトランス • ログ型モテルを導入する。

ln t /  =  lnC X , M )
.........................,0 - 1 5 )

Y x m ~ P x  • X - ^ P m • M

効用極大化の第1 赠の条件及び，所得制約より,

.注( 2 3 ) この分祈では，ハクタ力"のいわゆる"Self.dual addilog"型，t：デルについてはふれないことにする。fどj, H. S. 
Houthakker, "A Note on Self-dual preferences, " Econometrlca, 1953, 33 を参照のこと<»
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輪入需要の理論と評測( 1 )  

3 InC7 P x  * X  I d InU  , d l n U \
r a x  ニ -  A t H i Z + T E M ；

d l n U _  P m ，M f d l n U  . d
T C M 一''̂ ^ +'Af U l n X  十 T O

\ n U \
T n M ；

の関係が成り立つ。 ，

効用関数を陽表化し，チーラー展開し，二次近似関数を得る。

一InC/ニび0 ぐび;);In ズ+ ぴ3/lnM

~^^XM IflX  ♦ InAf̂ < 4 -1 6 )

今，

dlnX  d l n P ^  Y.r  P „ . M
d\nM

一 F ,  
T O ? ; -一 T ； P y  • X ■(4-17)

となるような条件の下で，需要関数は，双对命題として展開されうる.0 | ’1]^^^^あな効用関数を次のよ

うに記述する。 ’‘ ， ，：. ： ：

.I n t / = l r k ：>；o+ ぴ _ * ■ が.

— i.^xx InPx l Y x m - -̂ x̂m IxiPnlYズ̂ /0r . „  

+ > も

(4 -16)と（4- 18)式は数ま上対j；Eしている。ゆえに， 

Y x  一 d l n U  / d l n U

(^Afjr InP jff/y xAf +  InP/if/Y xm^  ................... (4—18)

y  ；TA 

VAf

d InPx /  T C X  

d \ n U  / a  In f/
Yxm d [rPm /  d l n M  

が成立する。 ’

ここで，前と同様な微分を行ない，支出構成関数の形で需要関数を導出する, 

Em d l n U
d\nP>

P m . dU
~TT

P m * M
y  XM

同様に，

Ejr

:びが+ レ Inか + 後X M  l n ~ ^

5 Inび P x ,  X

(4 - 19)

d i n P ： Y  X M

I
y  X M

■ a x  +  ̂ x x  + §xM In y  被

5 9 0 ぶJQ ——

<4-20)

rrinniiMiWifflfiirmiriTirimriT 一"'一…
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となる。尚，この場合，パラメータの対称性仮定（み AT == P M X )を導入している。又’ 所得制約 

に関し， 0 次同次性の仮定を導入すると，

び Af +  び AT ニ 一 1

さらに，効用関数が- -次同次性を満たすならぱ， .

fixM +  PmM — 0

( 24)  . ' '
である。 ■

また，誘導型バラメータから，設定された効用関数の特性を吟味することが可能である。例えぱ， 

関数が加法的ならば， ’

^XM— 0
(25)

となる。

. 財敦辣型効用関,数は，加法性かつ同次性を満たしており，代替の弾力性は-^定? つ均等であるP

支出額構成比は一 •定に保たれる。それに対し，ストーン流の線型支出休系は加法性を振持しながら

も，同次性の仮定をはずしたものである0 トランス，ログ型の場合，それら特性をテストすること

が可能であるという意味では一般的であり，それら特性に関し，先験的に，数式上制約をあたえな 
(26)

いものとい克る。

iI

f

注( 2 4 )同次性の仮定は次のように展開することができる。 

ln l/= F (lnが(ズ, M))
ここで* が関数は1次同次関数であるとする。

一 9 Inび dF a In//
dlnX dlnH 
一がInf/

dlnX

dl nXdl nM  
一次同次性の意味する所は,

d InH I d \nH 
~91rDT T\x)M'

r dF がInが
L dlnH Tl nX d InM

一がF  
dlnH^

dlnH
T O X '

がhiぜ
TJnXSTnM

がIn// 
TlEM^dlnX'

である。
ことでびョがぶ' / と置く。

/3x;vf+/3A/Jtfニ <J ，ctM れ M+Pxx= o ，ax
となる。一次同次性を満たすなら，び==0である。 

( 2 5 )加法性のチストのために，
Inf/A/(ルり） ’

であるとする。

一 び :ー2̂ 'dlnX
一がInび 

dlnXdl l iM 一1び

d\nX 
dlnUX
d\nX

ととで， —FVCP)，と協く。

^XM~ 6 • ax • aM 
閲数が加法がJならぱ <? = 0 となる。

( 2 6 ) クリスチンセン，ジaルゲンソン, ラオ〔8〕を參照された、，

— 6 0 ( 9 3 2 ) -

mmm



4 - 2 需要の価格弾力性の導出

価格弾力性は価格変化に对し当該財の需要量^';どれだけ変化'するか表わしている。極限定理を用 

いて，需要曲線上のひこおける点弾性を求めることが可能である。 ’ ’

需要の価格弾力性は，一̂般に次のように展開される。

今，仮りに需要関数を指数型と考える。 ， . ， . •

- b ; … … … … . " ‘ . .（4 - 2 1 ) ,

この場合，価格弾力性は次の値をとる。

。 d M  P  , 。0、
に 8 ニ ニ - b . ,  ......... .............（4一22)

価格弾力性e ニ ー b は，価格体系と需要量の相対的関係に対し独立である。例えば,効用関数がコ 

プ ，ダグラス型であれば，その値は効用関数の構造バラメータのみにより決定される。

又，需要量の収支金額に対する効果は，

ニァ+S，脱二べ1+お  (4-23)
. . ■ '
となる0

次に，需要関数が線型であった場合， . .

M  ニ a —b P

o  d M  P  , P
/  ニ， ニ - ぃ  M  ........................ (4 -  24)

' (27)
となる。この場合， p / M の値により弾力性が異なる。 ，

需要量の収支金額に対する効果は, であるが， e ニー 1 のときに支出金額は，極大化

P
され， ゐニM の場合に達成される。又，弾 力 的 な ら ば ま : 出 金 額 は 増 加 し 非 弾 力 的  

ならぱその逆となる。 ’

需要関数がル/ニ —みP + e F と線型に特定化され，/k数が導入されている場合を考える。異 

時点間においてはy の効果が需要の弾力性に影響を与える。 / 時点における弾力性eをは一ろ^で 

ある。又，  ̂ + 1 時 点 —むが ) において，

も+ 1 = 一ろ一̂  ............................(4 -2 5 )

である6 ここで0 ^ „ ^，> 1 であるづア/アの範四を求めてみよう。

注ひりつまり，

b のとき， — 1, '

ろ のとき， e < ~ l ,  .
* ■

ろのとき， 1, •

. ------* 6 1 (£ )5 5 )— —

輸入需要の理論と計測（け .
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p + ^ p  、  P

よって，

4 P 、 c A Y
~ P ~ ^ ' ^ T T Y

つまり，価 格 上 昇 率 が よ り 大 き ぃ 場 合 { + 1 時点の価格弾力性は， f 時のそれより大きく 

ナ̂2る。これはF 所得变数ならば，所得増加を上まわる価格上昇があれば，弾性値は上昇することを 

意味する。

次に，上記の定式の下で全弾性を求めてみよう◊ 全弾性は全ての要素が変化してぃる時，例えぱ， 

価格変化に対し，需要量がどう恋化するかとぃうととである。つまり，

_ d M  P  i  d M  d P  , d M  d Y \ P  
 ̂ ~ i d p  * M ~ \ w ' ~ d p } M

' =い + 誤 )  ......................................(̂ 26)
となる’。 変数の効果が陽表化される。

トランス，ログ堂モデルの場合，X ,  M Mの補完，代替関係を示す代替の弾力性ならびに価格弾 

力性は次のような形で求められる。

アレンの代替弾力性は

ニY x m 勤 —m / みXチ• … … . . . . . . . . . . . . （4 - 2 7 )

で求められる。この関係式とG - 19), (4 - 2 0 )を併用すると，

ぴガぺ  § 1 ? - : ^ + 1 )  ......................... (4-28)

同様に，

び- - ......................... (4-29)

( 29)  '
となる◊

注(28)需耍開数と弾力性につぃては，牧原志〔19〕を參照。

( 2 9 )  P m  • 111 v r ■ Y jc M ニP m ，~ ¥ p ^ ^

とれをPAfで微分する。

卞キ + あ * 、

これから，

S' YxM _ ^MmYxM 1 (pyxM\  1 /dYxMV _  ( a A  ) , けMM 1 丄，、
~ 一- ~ F ^ 一 \  dpur) [ ~ m r )  ~  )

 6 2 (05イ）  -
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輸入需要の理論と計測(1)
又，M財価格のズ需耍量に対する価格弾力性は,

ハ 一 d InX ロ
むガ ー = ハが，びズだ

<4-30)

となる。このように，代替の弾力性と価格弾力性は支出構成比とパラメータの値に依存して決定さ 

れる0 同:i i に，輪入財価格の輸入需要量に対する価格弾力性は， ‘

d \ n P \ (4-31)

となる。

5 . 分析用データと推許式

5 - 1 変数記号と諸定義

消費財の輸入需要を分析するに当って用いられた变数記号と諸定義，及び原データは次の通りで 

ある。

ゾ財の輸入量 

YMi  ; i 財の輸入金後 

Y x i  > 財の国内出荷額 

P mi ； i 財の輸入単価 

P x i  ； «'財の国内価格

X i;  メ財の国内出荷量（計算値） .

y x M i » 財 の 総 支 出 額 •

(ニ + V"ズ<)

分析用データの整備は，次表が示す品目対jts表に従って行った。 ，

例えぱ，第 / 財の輸入単価は，5 7 r c 及 び 品 目 分 類 コ ー ド を 用 い ，日本貧易月表より得 

られた輸入数量と輸入金額から求めた後に1970年基準の指数変換系列を計算した。又，同様に，国 

内出荷量は,日銀物価指数年報の卸売物価指数系列と工業統計表の国内出荷額から割りもどすこと 

によって得た。

kg

100万円

100万円

1970年 ニ 100

1970年=  100

100 万円/ 1970 年ニ 100

100万円

I

また，

よって，

びAmパ ! ^ Em +

となる<

6 3 (5 5 5 )



学会雑誌j 7 3卷 6 号 （1980年12月） 

品目対応表

i
yMi> Mi P x i Y x i

CCCN  
(1976〜79)

S I T C  
Q968 

〜75)
日銀，基本分類•品目 

(1968〜79)
J S I C

(1968-78)

第 1 財肉製品 0206 ハム,ペーコン 012 ハ ム （1.7) 
ソーセージ（0.8)

181111
181112
181113

生鮮，冷凍肉 

肉かん詰，びん詰 

肉製品

第 2 財水産加工 
品

1604
1605

魚の調整品 

甲カク類，軟体動 

物の調艘品

032 フィシュ• ソーセージ（1.0)
かまぱこ（2*6)
つくだ煮（1.0)
かつを節 (0.6)

182111
182112
182113
182114
182115
182116 
182117 
182119

かつおかん詰 

まぐろかん詰' 
さばかん詰 

さけ，ますかん詰 

かにかん詰 

貝類かん詰 

海そう，海もかん詰 

その他の水産かん詰

第 3 財チョコレ

ート.菜 

子

1806 073 菜子バン（2.4)
ビスケット（2.1)
米 第 (2.5)
キ i ' ンディー（1，1) 
チョコレ.ート（2.4) 
アイスクリーム（1.4)

187311 ビスケダト類，干菜子

第 4 財乳製品 0401
0402
0403
0404

ミノレク及びクリ-  

ム//
バター

プロセスチーズ

022
023
024

処理牛乳（4.0)
粉 乳 （0.6)
バタ (0.2)
チ一ズ（0.4) 
ヨーグルト（0.1) 
ア イ スクリム (0.7)

181211
181212
181213
181214
181215 
181219

れん乳，粉乳

バター

チース

処理牛乳
クリーム 

その他の乳製品

第 5 財酒類 2203
2205
2206 
2207 
2209

ぶどう酒 

清酒•獨酒
クイスキー 

プランデー 

合成清酒，白酒

112 日本酒（6.り 

ビール（5.1)
焼ちゅう（0.3)
ウイスキー（2.2) 
プランデ一（0.2) 
ぶどう酒（0.2)

188211
188311
188411
188511
188512
188513
188514

果ま酒
ビール

清 酒 （獨酒を貪む）

添加用T ルコール 

焼ちゅう 

合成清酒

クイスキー

第 6 財写真フィ 3?o^孕真/nフィルム 862 写真フィルム（0.4) 269711 写真フィルム（乾板を含む）

第 7RI 小型乗用 

ホ

8702

(-110)

乘用自動ホ
(ホイ '一ルべ*一 ス力、
270cm以下のもの)

732 小型乗用！{£ (19.3) 361111 乘用車（シャシ一のみのもの 

を含む）

第 8 附光学機器 9002
9007

1レンズ

写真機

861 カメラ（1.9)
カメラffl交換レ 'ソズ （0.4)

375211
375212 
375411

3 5ミリカメラ

3 5ミリカメラ以外のカメラ 

カメラ用レンズ

第 9 財時計 9101

9102

懷中時評，腕時tl 864 腕時計（2.0)

ロ覚時計(0.4) 
掛時評 (0.3)

377111

377112
377113

腕時計，懐中時針（ムープメ 
ントを含む）

厳時計，ロ覚時計（ムープメ 
ントを含む）

掛時計（ム一フメント‘を含む）
雄位： 二百万円，M ニ/;ど. iか<ニ卸宛物価指数（1970=100) V x t = m m
資料：①1%8年〜1979あ 各 12ガ版日木贸ふリお（品別tia別）KI木関说協会③旧和45i]お 50年，5坪 ，物価}}!数印:報， rj本 
銀行統評掃⑩ 1«和50イ[% 5が| i , ェ纖練計炎（品 If)縮)，通商ま業大だT伽調进統 ! I.部Hd 

デ- .タ；I则 :196がf•こ〜197的 i

6 4 0 5  め

mm M W i r i



輸入需要の理論とti•測（1)

5 - 2 推計式とその結果

前節の理論モデルにもとづく各推評式と, そのパラメータは喪5-1〜表5-5の通りである。理論式 

と各バラメータとの対応は各表末に記した。

表 5-1 a ) コブ.ダゲラス型

InM {ニ<：of+  ( P Mi/Pxi^-^CziXn ( Y x M t )

推計期間：1968〜 1978 ，

各モデルの誘導型パラメータと構造パラメータの対応は次のようになる。 

(士 )1/び (!•)び/ cw=a/«+i9Coi-

表 5,2 b ) ペルヌイ.ラプラス型

•Mfニろoi + ろ バ ぇ ATゾ*Pjlff) + み2f ゆXilP t lね

65(957)

i
( ^ / i ) . ( t 値） ( t 値）

か 
の‘ W, S E E

1 2.698 -3 .1 6 8 0.254 0.05
1お製品 (0.29) ( -1 .2  り (0.77) 0.59 1.525

2 24.263 2.405 -0 .1 3 9 8 0.321
水産加工品 (6.80) (2'59) (一 0.93) 0.94 0.538

3 11.989 一1.457 0.097 0.589
チ ョ コ レ ー ト ，菜 子 (6.60) (-3 .92) (0.70) 1.85 0.364

4 16‘200 一 0.423 0.146 0.588
乳製品 (3.85) (-1 .93) (0.47) 2.83 0.218

5 1.038 -1 .0 7 5 1.072 0.983
酒 類 • (0.20) (-6 .69) (2.91) 1.59 0.144

6 -5 .8 0 0 -0 .5 3 4 1.709 0.971
写真フ ィ ル ム (-3 .89) (-2 .68) (12.79) 1.39 0.152

7 -3 .2 3 1 0.0304 0.896 0.833
小型乗ffl卒 (-0 .51) (0*03) (2.00) 1.20 0.203

8 8.106 -0 .7 3 2 0.325 0.841
光学機器 (2.73) (-4 .33) (1.39) 1.87 0.293

9 4.149 一 1.140 0.866 0.898
時 計 (1.37) (-3 .18) (3.49) 0.60 0.308

oi
( t m )

K t
( fM )

^2i
ひ値）

及*
' D.  W. S E E

1 -0.229x10" 338.532 0.2436x10® 0.174
肉製品 (-0 .19) (1.43) (1.41) 1,27 0.154x107

2 0.5257x10® -764 .25 一 0.2317x107 0.197
水産加工品 (3,40) (-0 .77) (一1.81) 0.63 0.989x107

3 -0,3129x107 2931.225 0.1722X107 0.463
チn コレ—ト• 菜^ (一 0.36) (0.75) (2.62) 2.00 0.794x107

4 0.534x10® 一 0.163x10® 0.387x108 0.778
乳製品 (2 .4 1 ). (-0 .20) (0.56) 2.63 0.219x10®

5 -0.658x10" 0.176x10® 一  0.601x107 0.957
酒 類 (-1 .13) (2.08) (-0 ,45) 1.45 0*752x107

6 0.197x10® 0.123x10® -0.431x10® 0.954
写真フイ ル ム (0.37) (6.92) . (-0 .84) 1.19 0.344xl0«

7 0.373 x10V 7.268 一  0.340xl0=V 0.7G8
小型乘用 (2.18) ( し  20) ( - 3 .2 5 ) . 1.67 0.468x10*
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8 0 ‘108x106 33.787 0.893x10* 0,620
光学機器 (1.53) (0.25) (2.00) 1.81 0.116x10®

9 0.276x10® 9272.96 0.501x10® 0.881
時 計 (0.33) (2.87) (0.35) 0.59 0.627x10®

推計期間：1%8〜1978

bit' d
( r + ^) ^2i '■ d

(t  + <5 )

表 5-3 c) 習慣形成型

=  +  (5^X n r t / P Mi ) + C 2 t  { P X i / P M i )  +  ( Z X i  • P x i / P M i ) + C u ^ » I i

Coi 
a 値）

Cit 
( f 僮)

も i
ひ値）

Cii
( 《値） Q tim D. W. SEE

1 0.184x107 169.168 -1.756x10® 30.319 0.1440 0.727
肉製品 (0.85) (1.11) (一 0.84) (0.28) (0.65) ■1.57 8.84x10®

2 0.654x107 703.623 -6.578x10® 114.332 0.0989 0.943 .
水産加工品 (0.82) (2.26) (一1.69) (0.61) (1.37) 1.91 0.263x10"

3 -0.528x10® 8729.322 0.725x107 -14691.77 0.7198 0.869
チg コ レ ー ト，宽子 (-2 .08) (2.94) (2.36) (-2 .45) (2.88) 1.90 0.393x107

4 0.116x107 46410.15 0.361x10® -8947.40 0.1059 0.573
乳製品 (0.01) (0.20) (0.47) (-0 .40) (0.70) 3.06 0.228x10®

5 -0 .2 0 7  xlO» -6266.232 0.364x10® -1848.941 0.2350 0.969
酒 類 (-2 .21) (一 0.41) (1.65) (-1 .37) (1.97) 2.00 0.635x107

6 一 1,592x10® -5841.899 6.256 xl(P 530,999 0.248 0.984
写真プ イ ル ム (-0 .31) (一1.04) (1.41) (0.56) (3.15) 2.81 2.047x10^

7 -0.1265x10^ -9 .3027 0.2373x105 3.686 0,0267 0.949
小型乗月i-屯 (-0 .93) (-2 .11) (1.87) (3.84) (0.58) 2.99 0.2201 xlO<

8 一 0.5862x105 21.796 1.1126x105 -89 .619 0.2030 0.828
光学機器 (-0 .83) (0.06) (3.46) (-1 .69) (3,40) 1.48 0.7786x10®

9 -6 .889x105 627.188 0.285x107 - 941L 162 0.2317 0.983
時 計 (-1 .90) (4.42) (4.81) (-4 .49) (7.17) 2.55 2.388x10®

推計期間：1968〜 1978

: TTTtTるれ ごii= 5
T f + T j らi: ( r + <5) びれ 3̂t: T T T T J *

Cii- -  i ♦

( r  + ^)

表 5-4 d) CES 型

In ( M i / X i ) ：=doi + d, i ln ( P x i / P M i )

doi
d i m

d li
( . t m

か 
D. W. S E E

1 -24 .278 13.364 0.326
肉製品 (-1 .74) (2,42) 1.832 0.378

2 8.042 1.323 0.108
水廣加工品 (0.44) (0.17) ' 0 . 9 9 4 0.487

3 一1.233 5.732 0.124
チg コレート，If{子 (-0 .13) (1.55) 1.355 0.362

4 11,747 0.361 0.388
乳製品 135.89 (2.71) 2.703 0.230

5 8.943 1.321 0.968
酒 m (111.87) (17 J3) 1.602 0.174
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6 9 .015 1.211 0.566
写真プ イ ル ム (54.97) (3.75) 1 003 0 .312

7 2 .232 - 0 .1 5 8 0 .075
小型乗用率 (24.12) (一 0.55) 1.185 0 .2 2 8

8 7 .064 0 ,4 8 3 0 .486
光学機器 (47.04) (3.23) 1 .388 0 .357

9 9 .590 1.148 0 .674
時 計 (91.78) (4.66) 0 .557 0 .322

推計期間：1968〜 1978

.もf = (爱) I /  6 +

表 5-5

d i i — 1 / タ +  1

e ) トランス.ロゲ聖

び  M i/y  x M i)—eQi +  eii\nP Mi +  e2i\nP x i

推計期間：1968〜 1978

eoi ニ anf eu^^ATM

6oi 2̂i
a m ) ( f m け値） D ‘ W. S E E

1
肉製品>

- 3 .1 4 6 一 0.751 0 .938 0 .267
(一1.72) (-1 .8 5 ) (2.38) 2.02 0 .258

2 - 7 .0 9 1 一 0.920 1.614 0.313
水産加工品 (-2 .4 9 ) ( - 1 .8 8 ) (2.33) 1.67 0 .2 4 8

3 - 2 .5 2 1 0.084 0 .312 0 .009
チa コレート . 菜子 (-0 .9 5 ) (0.12) (1.05) 1.41 0 .287

4 0.0032 0 .010 - 0 .0 0 7 8 0 .486
乳製品 (0.05) (2.28) (一 M 3) 2 .6 3 0,0048

5 - 0 .0 2 2 -0 .2 0 4 x 1 0 -® 0.0037 0 ,712
酒 類 ( -1 .9 4 ) C一0.50) (2,86) 1 .5 8 0.00047

0.262 一 0 . 0081 - 0 .0 2 5 0 .184
写真フ イ ル ム (0.27) (-0 .6 7 ) (-0 .1 8 ) 1.10 0,0112

7
小型乗用車

- 0 .1 6 3
(-3 .0 9 )

0.989x10-®
(0.34)

0.0235
(2,07)

0.794
1 .2 8 0.0013

8 1 .5 4 6 X 10-® 0 .0 2 4 x 1 0 -* 0 ,2 3 0 x 1 0 -* 0.6504
光学機器 (1.85) (1.63) (2.30) 0 .9 8 0.000024

9 一0.141 - 3 .2 1 5 x 1 0 - * 0.0339 0.2088
時 評 (-0 .2 0 ) ( - 0 . 1 5 ) , (0.38) 0 .74 0.0240

もi ニ PxM

観測結果とその評価

ま 6 - 1でみられるように，a ) コブ.ダグラス塑をもちいた輸入需要関数から導出された価格弾 

力性は各消費財ともおおむね統評的にも有意であり，一0 .4〜ー3 ‘1 の間にあった。

このうち最も弾力性値の大きかった肉製品は1972年迄は数量規制の対象であった。またチ3 コ 

レート，葉子の{||±|化も同じ1972ギであり，水産加工品のうち魚の調整品（(％：C A n 6 0 4 )が 1970 

ギす，甲かく類の調整品（CCCA/ 1 6 0 5 )が 1972年に数量規則を撤廃している。このような制度的 

変更か弹カ性値に影響を与えているのではないかと考え，b ) ベルネイ，ラプラス趣の需要HD数を

*~ … 67(PSj^*) -— "■
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(30)
表 価 格 弾 力 性 値 一コブ，グゲラス型の場合もちい，1968年から 1978年迄の各年の弾力性値を求

めま 6 - 2 に示した。有意な観測結果を得た肉製品，チ 

ョコレート• 藍子，光学機器及び時評のうち特に肉製 

品の弾力性は 1 9 7 1年迄が著しく大きい。数量規制が 

撒廃された1972年に 一 2 .9 とこれまでにない小さい値 

を示し 1 9 7 3年以降は， 一 0.6̂ ^̂ — 1 の安定した値と 

なっている6 チ g コレート，葉子も肉製品はどではな 

い が 1 9 7 1年迄の弾力性値は自由化後の1 9 7 2年以降

1 肉製品 一 3 . 168

2 水産加工品 "----
3 チ a コレート ，葉 子 一 1.457

4 乳製品 - 0 .4 2 3

5 酒 類 - 1 .0 7 5
6 ギ真フ ィ ル ム - 0 .5 3 4

7 小型乗瓜$ ■-----
8 光学機器 - 0 .7 3 2

9 時 計 - 1 .1 4 0

注）ま5 - i より作成。

にくらぺて大きい。数量規制の対象品Eiではないが時計についても 1972年迄は  一0 .3〜ー0 . 7 とそ 

の後の期間よりも相対的に大きい弾力性が観測された。1972年は数量規制撤廃のみならず，円対策
(3 1 ) ,

として大I®な関税引下げの行われた年である。従って，このような制度的恋更が弾力性値に影響を 

与えたことは充分考えられる。

表 6-2 各年の価格弾力性値一ペルヌイ•ラプラス型の場合

年
1

肉 製 品
3

チ ョ コ レ ー ト . 巢子
8

光 学 機 盤
9

時 計

1988 - 2 6 .1 9 9 一 1.814 一  0 .707 一 .:0.707
69 - 1 3 .3 8 9 一 1.772 一  0 .786 一  0 .560
70 - 1 3 .7 8 2 一 1.561 一  0 .695 一 -‘ 0 .403
71 一 16.735 一 1.231 一  0 .597 一 ：0 .386
72 一  2 .954 一  0 .736 一  0 .557 一  0 .319
73 一  0 .627 一  0 .736 - 0 . 5 7 7 一  0 .162
74 一 1.047 一 1.397 一  0 .282 一  0 .135
75 一 1.077 0 .728 一  0 .761 一  0 .141
76 一  0 .905 - 0 . 7 6 5 一  0 .524 - 0 . 1 5 3
77 一  0 .875 - 0 . 9 2 6 一  0 .8 2 1 . 一  0 .156
78 • — — - 0 . 7 6 0 一  0 .139

注） . 表 5 - 2 より計算された。 -

表6 - 3 の e ) トランス•ログ型をもちいた各年別の価格弾力性の場合は比較的安定的な値が観測 

された。1 9 7 2年の数量焼制の撤廃は水産加工品の輸入弾力性に大きな影響を与えてはいないよう 

である0 . . .

次に過去‘の国内.財及び輸入財への累積需要は習慣:形成効果として，長期と短期の弾力性値に離 

をもたらす原因の- - つと考えられる。この習慣形成効果を各財について観測したところ表6 - 4 のよ 

うな結果を得た。これまでの需要の果糖効果が国内財と輸入財の兩方でプラスであったのは肉製品

注( 3 0 )愤则数が線型となる場なの弾力性の撑出については前章6-2 に§や述した。 
( 3 1 )佐々波揚子〔25：)

 6 8 ( 9 イ。） — -
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表 6- 3 各年の価格弾力性値一トランス一口ゲ型の場合

輸入需要の理論と計測（1)

年
2

水 盛 :加 ェ 品
6

写 真 フイルム
7

小 型 自 動 i|i
8

光 学 機 器

1968 - 1 .6 2 1 - 0 .6 0 9 一 0.837 一 0.858
69 一 1.621 - 0 .6 6 2 一 0.807 - 0 .7 8 7
70 一 1.625 一 0.762 一 0.803 一 0.761
71 - 1 .6 3 0 一 0.690 一 0.777 一 0,766
72 一 1.631 一 0.681 一 0.841 - 0 .7 4 6
73 . 一 1.642 一  0.743 一 0.873 一 0.711
74 - 1 .6 4 4 一 0.786 一 0.903 一 0.810
75 — 1.646 - 0 .7 8 2 - 0 .9 0 6 一 0.616
76 - 1.649 - 0 .7 8 2 . 一 0.892 一 0.655
77 - 1.647 - 0.788 - 0.885 一 0.281
78 — - 0 .7 6 0 一 0.901 - 0 .2 6 8

注）, " より針算された。

と水産加工品であった。国内財についてのみプラスであったのは写-真フイルムと小型乘用Ipt, 輸入

財についてのみプラスであったのは乳製品であつた。 

その他の消費toは国内財,輸入財共にマイナスであっ 

た。この結果から，習慣形成効果がプラスに作用する 

のは消費財のうちでも食料品に多く，他の財ではむし 

ろこれまでの購入は需要にマイナスの影響を与えた。 

ことに光学機器-や時評， といった耐久性のある消費財 

についてこのような倾向が強い。

以上のかぎられた観測結果から，各財別の輸入需要 

の変動には各財のタイプによって異なった要因を考慮 

しなければならないことが明らかになった。同じ消費

表 6 - 4 習慎形成効果について

国内財
びm

輸入財 
ろm

1.肉製品 0.179 0 .7 8 3 x 1 0一 7

2•水産加工品 0.162 0 .1 5 3 x 1 0 -7

3 .チ 3 コレート.巢子 一 1.683 - 1 .3 6 3 x l 0 - »
4 .乳製品 一 0 .193 0 .9 1 3 x 1 0 -7

5.酒 類 一 0 .295 -1 .1 3 5 x lO -»
6.写真フイルム 0.091 一 0 .1 5 6 x 1 0  パ

7.小型乗用車 0.396 一 0 .2 1 1 x 1 0 -5

8.光学機器 一 4 .112 一 0 .346x10-®

9.時 計 一15.005 -0 .3 3 6 x 1 0 -®

表 5 - 3 より計算された。

財であっても，制度的な要因，或いは耐久性の有無によって需要は異なった影響をうける。従って 

各財別の輸入需要の計測にはその財の市場特性，技術的な特性等への配慮が必耍とな!)。
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